
「旅館業営業者の地位の承継の承認（合併・分割）」＜審査基準＞ 

 

○旅館業法（昭和二十三年七月十二日法律第百三十八号） 

〔営業の許可〕 

第三条 旅館業を営もうとする者は、都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあつては、

市長又は区長。第四項を除き、以下同じ。）の許可を受けなければならない。ただし、旅館・ホテ

ル営業又は簡易宿所営業の許可を受けた者が、当該施設において下宿営業を営もうとする場合は、

この限りでない。 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る施設の構造設備が

政令で定める基準に適合しないと認めるとき、当該施設の設置場所が公衆衛生上不適当であると

認めるとき、又は申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の許可を与えないことが

できる。 

一 心身の故障により旅館業を適正に行うことができない者として厚生労働省令で定めるもの 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律若しくはこの法律に基づく処分に違反して罰金以下

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して三年

を経過していない者 

四 第八条の規定により許可を取り消され、取消しの日から起算して三年を経過していない者 

五 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号

に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなつた日から起算して五年を経過しな

い者（第八号において「暴力団員等」という。） 

六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法

人である場合においては、その役員を含む。）が前各号のいずれかに該当するもの 

七 法人であつて、その業務を行う役員のうちに第一号から第五号までのいずれかに該当する者

があるもの 

八 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

３ 第一項の許可の申請に係る施設の設置場所が、次に掲げる施設の敷地（これらの用に供するも

のと決定した土地を含む。以下同じ。）の周囲おおむね百メートルの区域内にある場合において、

その設置によつて当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがあると認めるときも、前

項と同様とする。 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校（大学を除くものとし、次

項において「第一条学校」という。）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第七項に規定する幼保連携型認定こ

ども園（以下この条において「幼保連携型認定こども園」という。） 

二 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項に規定する児童福祉施設（幼保

連携型認定こども園を除くものとし、以下単に「児童福祉施設」という。） 



三 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第二条に規定する社会教育に関する施設その他

の施設で、前二号に掲げる施設に類するものとして都道府県（保健所を設置する市又は特別区

にあつては、市又は特別区。以下同じ。）の条例で定めるもの 

４ 都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあつては、市長又は区長）は、前項各号に掲げ

る施設の敷地の周囲おおむね百メートルの区域内の施設につき第一項の許可を与える場合には、

あらかじめ、その施設の設置によつて前項各号に掲げる施設の清純な施設環境が著しく害される

おそれがないかどうかについて、学校（第一条学校及び幼保連携型認定こども園をいう。以下こ

の項において同じ。）については、当該学校が大学附置の国立学校（国（国立大学法人法（平成十

五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人を含む。以下この項において同じ。）

が設置する学校をいう。）又は地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一

項に規定する公立大学法人（以下この項において「公立大学法人」という。）が設置する学校であ

るときは当該大学の学長、高等専門学校であるときは当該高等専門学校の校長、高等専門学校以

外の公立学校であるときは当該学校を設置する地方公共団体の教育委員会（幼保連携型認定こど

も園であるときは、地方公共団体の長）、高等専門学校及び幼保連携型認定こども園以外の私立学

校であるときは学校教育法に定めるその所管庁、国及び地方公共団体（公立大学法人を含む。）以

外の者が設置する幼保連携型認定こども園であるときは都道府県知事（地方自治法（昭和二十二

年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下この項において「指定都市」と

いう。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下この項において「中核市」という。）

においては、当該指定都市又は中核市の長）の意見を、児童福祉施設については、児童福祉法第四

十六条に規定する行政庁の意見を、前項第三号の規定により都道府県の条例で定める施設につい

ては、当該条例で定める者の意見を求めなければならない。 

５ 第二項又は第三項の規定により、第一項の許可を与えない場合には、都道府県知事は、理由を

附した書面をもつて、その旨を申請者に通知しなければならない。 

６ 第一項の許可には、公衆衛生上又は善良の風俗の保持上必要な条件を附することができる。 

〔法人の合併の場合の地位の承継〕 

第三条の三 営業者たる法人の合併の場合（営業者たる法人と営業者でない法人が合併して営業者

たる法人が存続する場合を除く。）又は分割の場合（当該旅館業を承継させる場合に限る。）にお

いて当該合併又は分割について都道府県知事の承認を受けたときは、合併後存続する法人若しく

は合併により設立された法人又は分割により当該旅館業を承継した法人は、営業者の地位を承継

する。 

２ 第三条第二項（申請者に係る部分に限る。）及び第三項から第六項までの規定は、前項の承認に

ついて準用する。この場合において、同条第二項中「申請者」とあるのは、「合併後存続する法人

若しくは合併により設立される法人又は分割により当該旅館業を承継する法人」と読み替えるも

のとする。 

 

○旅館業法施行規則（昭和二十三年七月二十四日厚生省令第二十八号） 



〔心身の故障により旅館業を適正に行うことができない者〕 

第一条の二 法第三条第二項第一号の厚生労働省令で定める者は、精神の機能の障害により、旅館

業を適正に行うに当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。 

〔法人の合併の場合の地位の承継の申請書〕 

第二条 法第三条の三第一項の規定により承認を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した

申請書を、その営業施設所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 合併により消滅する法人又は分割前の法人及び合併後存続する法人若しくは合併により設立

される法人又は分割により旅館業を承継する法人の名称、事務所所在地及び代表者の氏名 

二 合併又は分割の予定年月日 

三 営業施設の名称及び所在地 

四 法第三条第二項各号に該当することの有無及び該当するときは、その内容 

２ 前項の申請書には、合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により旅

館業を承継する法人の定款又は寄附行為の写しを添付しなければならない。 

 

○旅館業法施行細則（昭和三十三年八月三十日規則第五十九号） 

（営業承継承認申請書等） 

第二条 規則第一条の三第一項の規定による申請書は様式第二に、規則第二条第一項の規定による

申請書は様式第三に、規則第三条第一項の規定による申請書は様式第四によらなければならない。 

２ 前項の申請書には、規則第一条の三第二項、第二条第二項又は第三条第二項に規定する書類の

ほか、様式第二（譲受人が法人の場合におけるものに限る。）には譲受人の登記事項証明書を、様

式第三には合併契約書又は分割計画書若しくは分割契約書の写しを、様式第四には保健所長が必

要と認める書類を添付しなければならない。 

 

○「許可、認可等民間活動に係る規制の整理及び合理化に関する法律等による興行場法等の一部改正

の施行について」（昭和 60 年 12 月 24 日付け衛指第270 号厚生省生活衛生局長通知） 

許可、認可等民間活動に係る規制の整理及び合理化に関する法律、公衆浴場法施行規則等の一部

を改正する省令が、それぞれ、昭和 60 年 12 月 24 日法律第 102 号、昭和 60 年 12 月 24 日厚生省令

第 47 号をもって公布されたことにより、興行場法（昭和 23 年法律第 137 号）、旅館業法（昭和 23年

法律第 138 号）、公衆浴場法（昭和 23 年法律第 139 号）、公衆浴場法施行規則（昭和 23 年厚生省令

第 27 号）、旅館業法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 28 号）及び環境衛生監視員証を定める省令（昭

和 52 年厚生省令第１号）の一部が、それぞれ改正された。その改正の趣旨及び内容等は、左記のと

おりであるので了知のうえその運用に遺憾のないようにされたい。 

記 

第１ 改正の趣旨 

興行場法、旅館業法及び公衆浴場の改正は、臨時行政改革推進審議会の「行政改革の推進方策

に関する答申」（昭和 60年７月 22 日）の指摘等に基づき、国民の負担軽減及び行政事務の簡素化



等の観点から、興行場等の営業許可制度について、保有する施設設備が同一であるにもかかわら

ず、再度許可の手続を必要とすることが事業者、行政庁の双方にとって負担となっていることに

かんがみ、相続又は合併による営業承継の場合には新規の許可を不要とするものであること。 

第２ 営業承継に関する事項 

１ （略） 

２ 旅館業関係 

（1）① 旅館業を営む法人が合併する場合、合併後存続することが予定されている法人又は合

併により設立される予定の法人が旅館業を営むにつき、あらかじめ、改正後の旅館業法施行

規則第２条に規定する申請書を都道府県知事等に提出して、その承認を受けなければならな

いこと。 

 都道府県知事等は、この承認に当たっては、 

ア その法人が旅館業法第３条第２項各号に該当するか否か 

イ 当該施設の設置が同条第３項の要件に抵触するか否か 

を審査して、承認するかどうか判断すること。その際、承認を与える場合には、同条第４

項に規定する者の意見を求めなければならず、また、承認を与えない場合には、同条第５項

に則り理由を通知しなければならないこと。 

なお、この承認は、合併そのものを対象とするものではなく、合併存続する法人又は合併

により設立される法人が旅館業を営むことを対象としてなされるものである。 

 ② 法人合併の場合の承認は、合併の登記を停止条件としてその効力が生じるとし、それを

承認の条件とすることが望ましい。 

 ③ なお、承認申請の時期は、合併当事者の合併の意思と合併の内容が確定した後でなけれ

ばならないことはいうまでもないから、例えば、株式会社どうしの合併であれば、少なくと

も合併契約の締結後でなければならず、それが発効する合併契約書を承認する総会の承認の

後が望ましい。 

 ④ 申請書に添付することとされる定款等は、定款の一部変更等の手続きを経た正式のもの

でなければならない。このため、合併について官庁の認可が必要な場合にあってはその認可

後のものでなければならない。 

 ⑤ 合併登記後に承認申請がなされた場合は、新規の許可を要することとなり、今回の改正

により導入された承認制度は適用されない。 

（2） （略） 

（3） 承認の際の旅館業法第３条第３項の要件の審査に当たっては、承認申請に係る施設にお

いて従前より旅館業が行われてきたのであるから、従前の営業の状況を十分に考慮されたい

こと。 

（4）、（5） （略） 

３ その他営業承継につき留意すべき事項 

（1） 旅館業法第３条の２第１項の括弧書に「営業者たる法人と営業者でない法人が合併して



営業者たる法人が存続する場合を除く。」とあるが、これは、従来から前記場合にあっては新

たな許可は要しないと解されてきたが、旅館業の場合は承認の制度を採用したため、確認的

に明文をもって規定することとしたものであり、興行場営業又は浴場業の場合も法文上明記

されてはいないが、従前どおりの取扱いとされたい。 

（2） 合併の（予定）年月日というのは、商法上用いられている合併期日のことではなく、合

併が登記された、ないし、登記される予定の日を指す。これは、承認又は届出の手続が実質

的な意味での当事者の合体に着目しているのではなく、形式的な意味での法人格に着目して

いるためである。 

（3） （略） 

４、５ （略） 


